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ジョンズ ･ホプキンス大学のレスター ･M ･サ




に､NPOであるための要件 を分拝 し定義 した
ものである｡その内容は､①正式の組織である
こと (formalorganization)､②非政府であるこ
と (nongovernmental)､③利益 を分配 しないこ
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1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年




主たる活動分野 2004年 2005年 2006年
1 保健､医療又は福祉の増進を図る活動 39.6% 38.7% 39.4%
2 社会教育の推進を図る活動 4.5% 3,8% 4.4%
3 まちづくりの推進を図る活動 9.4% 10.0% 10.9%
4 学術､文化､芸術又はスポーツの振興を図る活動 10.0% 10.6% 9.6%
5 環境の保全を図る活動 ll.6% 12ー4% ll.9%
6 災害救援活動 0.4% 0.5% 0.5%
7 地域安全活動 0.8% 0.9% 1.10%
8 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 1.2% 1.2% 1.1%
9 国際協力の活動 3.9% 3.6% 3.2%
10 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 0.9% 0.9% 0.7%
11 子どもの健全育成を図る活動 7.8% 8.2% 8.2%
12 情報化社会の発展を図る活動 2.0% 1.8% 1.8%
13 科学技術の振興を図る活動 0.7% 0.9% 0.9%
14 経済活動の活性化を図る活動 1.6% 1.5% 1.9%
15 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 1.2% 1.8% 1.9%
16 消費者の保護を図る活動 0.4% 0.9% 0.7%






























この よ うに､NPOは現代社会 に とって必要不
可欠な存在であるといえる｡そのなかでも著 しく
存在感 を増 してお り､その中心的存在 とい える
のがNPO法人なのである｡ しか し､NPO法人は､
企業や政府 または最広義のNPOで捉 えた場合 の
他の組織に比べて も､まだ歴 史が浅 く､多くのそ
れは経営体制の基盤 もしっか りしていないといえ
よ う｡ そのよ うななか､今後 もNPO法人の存在






































































































































































正会員 うち個人 78 99 132団体 17 5 15
合計 91 112 133
賛助会員 うち個人 36 29 81団体 4 3 10




























































































































調査数 10万円莱潤 5 10 0万 万円円未 以滴 上 10 50万 万円 円未 以満 上 3 10 0万 万円 円未 以滴 上 5 30 0万 万円 円未 以満 上 501億 万円 円未 以満 上 1億･円以上
主な活動 保健､医療又は福祉の増進を図る活動 840 16.2 22.5 ll.9 28.2 8.5 6ー9 5.8
社会教育の推進を図る活動 96 34.4 21.9 13.5 19.8 5.2 3.1 2.1
まちづ くりの推進を図る活動 237 35.4 31.2 12.2 13.1 4.2 2,1 1.7
学術､文化､芸術又はスポ-ツの振興 を図る活動 199 23.6 30.2 15.6 15.6 6 5 4
環境の保全を図る活動 268 28.7 37.3 ll,9 15.7 3.7 2.2 0.4
災害救援活動 9 55.6 33.3 ll.1 0.0 0.0 0.0 0.0
地域安全活動 26 26.9 30.8 15.4 7.7 3.8 7.7 7.7
人権の擁護又は平和の推進を図る活動 26 30.8 23.1 15.4 23.1 3.8 3.8 0.
国際協力の活動 67 20.9 35ー8 13.4 14.9 4.5 1,5 9
男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 17 23.5 35.3 17.6 ll.8 5.9 0.0 5.9
子どもの健全育成を図る活動 182 27ー5 42 148 09 44 3.8 44
情報化社会の発展を図る活動 39 43.6 23.1 10.3 15.4 2.6 0.5.1
科学技術の振興を図る活動 21 28.6 23.8 14.3 19 4.8 0.0 9.5
経済活動の活性化を図る活動 36 22.2 33.3 19.4 16.7 5.6 2.8 0
職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 35 31.4 28.6 8.6 22.9 2.9 0.0 5.7
消費者の保護を図る活動 13 46.2 23.1 15.4 0.0 7.7 7.7 0.0
活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡､助言又は援助の活動 40 22.5 10 20 25 10 5 7.5
(出所)経済産業研究所 [2006]を基に筆者作成｡
図表10 NPO法の情報開示に関する主 な項 目
第10条 設立の認証 1 認証申請時において提出した一部の書類 (定款､役員名簿､設立趣旨書､事業
計画書､収支予算書)を､公衆の縦覧に供 しなければならないo
第28条 事業報告書等の備置き等及び閲覧 1 毎事業年度初めの3ケ月以内に､事業報告書､財産 目録､貸借対照表､収支計算書､
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